
資料１－１

河川維持管理工事の複数年契約

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省関東地方整備局

国土交通省 関東地方整備局
河川部 河川管理課
維持修繕係長 近藤誠

国土交通省関東地方整備局

直轄管理している河川

１２事務所で

８水系、１７河川

堤防延長で約２０００㎞を管理

国土交通省関東地方整備局

【維持修繕費の傾向】
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限りある予算の中で、コスト縮減に努めた効率的な維持管理が求
められている。この予算の約3割が維持管理工事に支弁される。

国土交通省関東地方整備局

河川の維持管理工事の内容

概ね、各事務所の出張所単位で年間を通じて行う工事で、主に

①堤防の除草（年2回 梅雨時期と台風時期）

②河川内の塵芥処理

③施設 簡易な補修

2%

10%

7%

①堤防除草

②塵芥処理

③施設補修

維持管理工事の構成比率例

③施設の簡易な補修

④水質事故や地震等の対応（点検や初期対応）

⑤その他、地元対応など・・

構成比率的には「堤防除草」が大半を占めるが、その他は河川管
理を機動的に行うための「何でも屋」的な要素が強い

81%

その他
堤防除草

国土交通省関東地方整備局

堤防除草の必要性

・河川堤防の変状の確認（円滑な水防活動）

堤防の異常を早期発見

①堤防の除草

人力除草機械除草

梅雨時期と台風時期に堤防を点検する
ために、年２回の実施

堤防の異常を早期発見

円滑な水防活動が可能

①除草・集草

②運搬

③刈草の処分

堤防除草のながれ

家畜の飼料等に再利用

国土交通省関東地方整備局

・良好な河川空間の維持
・洪水による流出防止
・施設の的確な操作

②河川内の塵芥処理

主に不法投棄された塵芥をある程度まと
めて処理

不法投棄対策

撤去

排水機場の操作支障 出水による漂着ゴミ 死魚の処理
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・施設の健全化
・河川の安全な利用

③施設の簡易な補修

フェンス補修 階段補修 標識補修

④水質事故等の災害対応

水質事故対応 出水時の状況把握

出水時緊急対応

・災害時の初動対応→機動性を求められる

国土交通省関東地方整備局

河川維持管理工事の特徴

①「河川管理」という性格上、年間を通じて契約

→災害や塵芥処理等への迅速な対応

②作業が不定期、不確定

→塵芥処理や地元要望など契約後の指示事項

工種 ４月 ７月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

堤防除草

塵芥処理

施設補修

災害対応等

５月 ６月 ８月 ９月

水質事故や地震は発生が
予測出来ないため、通年で
契約し、その都度施工指示
するため、不定期

→塵芥処理や地元要望など契約後の指示事項
が多いため、待機時間（不稼働期間）が長い

準
備
期
間

後
片
付
け
期
間

国土交通省関東地方整備局

河川維持管理工事の特徴

③施工範囲（対象範囲）が広い

→概ね、1出張所管内
長いところでは、片岸30㎞程になる

鎌庭出張所管内
伊讃出張所管内

石井出張所管内
氏家出張所管内

管理区間約１００㎞

管内が長い出張所は片岸30㎞程にも
なり、複数の市町村をまたぐ

国土交通省関東地方整備局

これらの特徴から・・

○年間を通じて、切れ目のない機動的な維持管
理を行う上での重要な工事である。

反面

●広い施工区間や不特定な部分の多い工事で
あることから、不調・不落が多い。

・工事ロットの拡大
・難工事指定 等
契約方法の工夫を実施

国土交通省関東地方整備局
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国土交通省関東地方整備局

河川の維持管理工事の不調要因

受注者や各事務所との聞き取りの中で

①工事箇所が広いため、現地把握に時間を要する

②発注規模（金額）が小さい

③技術者を一年間拘束される③技術者を 年間拘束される

④不確定な仕事が多く、待機時間が長い

⑥その他（書類が多い等）・・

平成21年度より契約の複数年化を試行

⑤労力に見合った積算になっていない
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工種 ４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月

堤防除草

１年目 １年目

河川の維持管理工事の複数年化のメリット

【発注者側】

①年度を跨いだ作業をする事により、切れ目のな
い河川管理が可能。（不調不落リスクの軽減）

後

工種 ４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月

堤防除草

１年目 ２年目

堤防除草

塵芥処理

災害対応等

②発注ロットを大きくすることによるコスト縮減

③発注等事務作業の軽減

片
付
け
・
準
備

不調・不落
のリスク！

堤防除草

塵芥処理

災害対応等

継続的な維持管理が可能

例えば、3月31日に水質事故等が
あった場合の対応が可能

国土交通省関東地方整備局

河川の維持管理工事の複数年化のメリット

【受注者側】

①複数年間仕事が保証される（入札競争リスクの
解消、資金繰りの目途）

②工事書類が少なくなる

③複数年間同一作業をするため、現場を熟知す
る事による（２年目以降の）作業効率、危機管理
の向上

国土交通省関東地方整備局

河川の維持管理工事の複数年化のデメリット

【受注者側】

①支払限度額が設定されているため、初年度に
それ以上の仕事をしても、一時的に持ち出しにな
る（運用資金の確保の問題）

②技術者が複数年拘束されるため、他の工事に
配置出来ない

③工事件数が減るため、入札機会の減少

⑤長期間代理人を務めることによる精神的・肉体
的な負担

④低入札だった場合、会社の負担増

国土交通省関東地方整備局

複数年工事の応札実態

【平成21年度】

管内６工事において、３カ年の複数年契約
応札者は
Ｈ２０→５４社 Ｈ２１→４１社と微減
○初めての試みであり、各社様子を見たのか？
○３カ年という期間が長かったのか？

【 成 年度】【平成22年度】

管内９工事において、２カ年の複数年契約
応札者は
Ｈ２１→３６社 Ｈ２２→４６社と微増

結果的には、2ヶ年契約の方が応札し易い？

国土交通省関東地方整備局

まとめ
まだ試行段階であり、評価できないところもある
が、以下のことが言えると思われる。

○発注者、受注者ともにメリットはあり、応札実態
や意見を聞く中では2年間が有効であるが・・

○一方ではデメリットもあり 複数年契約が必ず

今後、アンケートを行うなど、試行工事の
フォローアップが必要。

また、現場管理費の実態に見合った積算
や発注時期や工期設定の工夫も必要

○ 方ではデメリットもあり、複数年契約が必ず
しも、不調・不落対策になっているとは言い難い。

国土交通省関東地方整備局

ご静聴ありがとうございました。
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工種 ４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月

堤防除草
塵芥処理
災害対応等

１年目 ２年目

４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月

１年目 ２年目

【一般的な複数年契約】

次回工事次回工事

・丸々２年間の工期
・年度末の発注（業務多忙期）

不調・不落の原因やデメリットは残ったまま？

国土交通省関東地方整備局

【発注時期を考慮した複数年契約（案）】

・工期は実質１年間（又は2年間）

工種 ７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月４月５月６月７月８月９月１０月１１月１２月１月２月３月４月５月６月

堤防除草
塵芥処理
災害対応等

１年目 ２年目 １年目 ２年目

次回工事

工期は実質１年間（又は2年間）
・発注を比較的工事の少ない時期に行う

・工期も短くなり、工事発注が少ない時期で
あることから、受注者も応札しやすい
・発注者も年度末の多忙期を回避できる


